
（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 関 東 農 政 局

都道府県名 栃木県 関係市町村名 佐野市(旧安蘇郡田沼町)
さ の し あ そ ぐん た ぬままち

事 業 名 中山間地域総合整備事業 地 区 名 田沼
た ぬま

事業主体名 栃木県 事業完了年度 平成17年度

〔事業内容〕

事業目的： 本地区は、佐野市（旧田沼町）の北西部に位置し谷地田地帯を形成しているが、

農業用用排水施設や圃場の未整備、後継者不足などにより遊休農地が増大し荒廃も

進行している状況であった。このため、農業生産基盤や農業生活環境基盤の整備を

行い、営農の効率化や地域資源を活用した都市との交流を促進することで、地域の

活性化を図るものである。

受益面積：91.7ha

受益者数：306人

主要工事：農業用用排水施設 0.4㎞、農道整備 7.6㎞、ほ場整備 19.3ha、農業集落道 1.2

㎞、農村公園 1箇所、活性化施設 1箇所

総事業費：1,187百万円

工 期：平成12年度～平成17年度

〔項 目〕

ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農作物の生産量の増加

・ 農業生産基盤の整備により排水改良等、作物の栽培条件が改善され、主要作付面積及び

単収が増加した。

［主要作付面積の変化］(評価時点資料：地区聞き取り調査）

（平成11年）

水 稲：14.9ha（事業実施前）→ 13.7ha（計画）→ 17.4ha（評価時点）

ナ ス： 1.1ha（事業実施前）→ 4.2ha（計画）→ ０ha（評価時点）

さ と い も： 0.1ha（事業実施前）→ 1.5ha（計画）→ ０ha（評価時点）

き ゅ う り： 0.7ha（事業実施前）→ 3.6ha（計画）→ 0.1ha（評価時点）

ト マ ト： ０ha（事業実施前）→ 1.7ha（計画）→ ０ha（評価時点）

そ ば： ０ha（事業実施前）→ ０ha（計画）→ 0.8ha（評価時点）

果 樹： ０ha（事業実施前）→ ０ha（計画）→ 0.2ha（評価時点）

その他野菜： ０ha（事業実施前）→ ０ha（計画）→ 0.9ha（評価時点）

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

［単収の変化 （評価時点資料：地区聞き取り調査）］

（平成11年）

水 稲： 408㎏／10a(事業実施前)→ 432㎏／10a(計画)→ 478㎏／10a(評価時点)

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。
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２ 営農経費の節減

・ 農地の区画拡大等により、労働時間の短縮とともに、機械経費が節減された。

［労働時間の変化 （評価時点資料：地区聞き取り調査）］

（平成11年）

水 稲： 37.6hr／10a（事業実施前）→ 15.1hr／10a（計画）→22.8hr／10a（評価時点）

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

［機械経費の変化 （評価時点資料：地区聞き取り調査）］

（平成11年）

水 稲：182 ／10a（事業実施前）→ 86 ／10a（計画）→ 33 ／10a（評価時点）千円 千円 千円

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

３ その他

・ 農道、農業用用排水施設等の整備により管理労力が軽減し、維持管理費が節減された。

［維持管理費の変化 （評価時点資料：地区聞き取り調査）］

（平成11年）

農 道：6.2 ／年（事業実施前）→ 4.7 ／年（計画）→ 3.8 ／年（評価時点）百万円 百万円 百万円

機 場 等：6.0 ／年（事業実施前）→ 5.1 ／年（計画）→ 3.0 ／年（評価時点）百万円 百万円 百万円

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

イ 事業効果の発現状況

１ 事業の目的に関する事項

・ 農業用用排水施設、農道及び農業集落道が整備されたことにより、農業生産性の向上、

維持管理費の軽減と併せて農村生活の利便性が向上した。

・ ほ場整備により、計画的な農業用水の管理や大型機械の導入が促進され、生産性の向

上、耕地利用率の向上（耕地利用率 H11:68.3%→H22:87.8% 、及び農地の流動化（10戸）

の農家が5.7haの農地を借り耕作）により優良農地の確保が図られた。

・ このことにより、上の10戸の農家の平均耕作面積は、事業実施前は0.3haであったもの

が、事業実施後には0.9haに増加した。また、これら10戸の農家のうち、耕作面積が概ね

1haを超える農家も、1戸から5戸に増加した。

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認

［農用地の確保と有効利用による食料供給力の強化］

・ 農業用用排水施設の改修、ほ場整備等により生産性の向上と併せて維持管理費の軽減が

図られ、優良農地の確保につながった。

［田園環境の再生・創造と共生・循環を活かした個性豊かで活力ある農村づくり］

・ 農業集落道等の整備により、地域の利便性が向上するとともに、活性化施設の整備によ

り、地域資源を活かした活動が生まれ、都市との交流が活発になった。

３ その他

・ 活性化施設「飛駒地区活性化センター」は平成18年4月に供用開始した後、3年間は利用

率が目標に達しなかったが、地元生産加工グループの技術向上及び商品開発の場として

有効に活用されはじめるとともに、体験イベントの場として都市住民との交流が活発と

なり、地域の活性化が図られ、利用率が向上した。最近では、地元産のそば粉を使った

クッキーやケーキ作りの開発研究が行われており、将来の特産化も見据えている。

［利用率の変化 （当初計画利用人数（1,167人）を100％とした場合）］

平成18年度＝ 43.4％（ 506人）

平成19年度＝ 63.7％（ 743人）

平成20年度＝ 87.6％（1,022人）

平成21年度＝106.3％（1,241人）

平成22年度＝117.7％（1,373人）
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・ 農業生産基盤の整備、特にほ場整備の実施により、地区内では耕作放棄地の増加に歯止

めがかかっている。ほ場整備実施地区の旧飛駒村地内では、事業完了直後と比べ、評価時

点の耕作放棄地面積は5.6％の微増に止まっている。また、ほ場整備で用地を創出した県

道の整備により農村生活の快適性が確保された。

［耕作放棄地面積の変化 （資料：農林業センサス（2005,2010 ）］ ）

耕 作 放 棄 地 （ 佐 野 市 ）：7.5％の増（H17：776ha → H22：834ha）

耕作放棄地（佐野市のうち旧田沼町）：8.0％の増（H17：383ha → H22：414ha）

耕作放棄地（旧田沼町のうち旧飛駒村 ：5.6％の増（H17： 71ha → H22： 75ha））

・ 農業用用排水水路を林縁部に設置することで、別事業での電気柵設置と相まって、農作

物へのイノシシ被害防止が図られた。また、定期的に水路法面の草刈りを実践すること

で、イノシシの隠れ場所の発生防止につながった。

ウ 事業により整備された施設の管理状況

・ 農業用用排水施設は地域受益者により適切に管理されている。

・ 農道、活性化施設は、佐野市と地域受益者により適切に管理されている。

・ 農村公園は、佐野市と農地・水保全管理活動組織（飛駒一区環境保全の会）により適切に

管理されている。

エ 事業実施による環境の変化

１ 生活環境

・ 農道は作物輸送だけでなく、地域の生活道路として通勤・通学にも利用され、地域住民

の利便性が大幅に向上した。

・ 農村公園は湧水公園として整備され、地域住民の憩いの場や環境学習の場として利用さ

れている。

２ 自然環境

・ 地区内排水路は底部を土砂構造とする２面張りにすることで、水生生物の生息環境に配

慮されている。

・ 農村公園整備箇所には昔から湧水（わき水）が存在しており、自然環境に配慮して湧水

公園として整備することで、動植物の生息環境への影響を軽減できた。

・ なお、整備後の農村公園では絶滅危惧種を含む多くの動植物の生息環境が確保されてい

る。

［生息事例］

ホトケドジョウ〔環境省カテゴリ：絶滅危惧ⅠＢ類（ＥＮ 〕）

バイカモ〔絶滅危惧ⅠＢ類（ＥＮ 〕）

タガメ〔絶滅危惧Ⅱ類（ＶＵ 〕）

アカハライモリ〔準絶滅危惧（ＮＴ 〕）

ナガエミクリ〔準絶滅危惧（ＮＴ 〕）

３ 農業生産環境

・ ほ場、農業用用排水施設及び農道など生産基盤が整備されることで、営農が継続され、

良好な農業生産環境が保たれている。

オ 社会経済情勢の変化

１ 社会情勢の変化（資料：国勢調査（H12 、住民基本台帳（H17,23 ）） ）

・ 田沼町は平成17年2月28日に葛生町、佐野市と合併、新制佐野市となった。

・ 地区（旧田沼町）全体としては、平成12年と比べ、平成23年の人口は4.8％減、世帯数

は12.4％増となっている。
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県全体

人 口：0.5％の減（H12：2,004,817人 → H17：2,013,296人 → H23：1,995,083人）

世帯数：14.5％の増（H12：667,459戸 → H17：711,300戸 → H23：764,076戸）

佐野市（H12,H17には旧田沼町、旧葛生町分を含む）

人 口：2.8％の減（H12：125,671人 → H17：125,587人 → H23：122,095人）

世帯数：12.9％の増（H12：42,122戸 → H17：44,940戸 → H23：47,557戸）

旧田沼町（佐野市の内数）

人 口：4.8％の減（H12：29,582人 → H17：29,343人 → H23：28,150人）

世帯数：12.4％の増（H12：9,227戸 → H17：9,772戸 → H23：10,375戸）

２ 地域農業の動向（資料：農林業センサス（2000,2005,2010 、佐野市聞き取り結果））

・ 旧田沼町を含む佐野市全体としては、平成12年と比べ平成22年の総農家戸数は、24.2％

減、販売農家戸数は41.3％減となっている。しかし、平成23年の認定農業者数は169で、

平成12年と比べ、96人増となっている。

総農家戸数（佐野市 ：24.2％の減（H12：4,684戸 → H17：4,108戸 → H22：3,549戸））

販売農家戸数（佐野市 ：41.3％の減(H12：3,184戸 → H17：2,343戸 → H22：1,869戸)）

認定農業者（佐野市 ：96人の増（H12：73人 → H17：129人 → H23：169人））

・ なお、現在の佐野市における割合は、専業農家：28％、第１種兼業農家：8％、第２種

兼業農家：64％となっている。

カ 今後の課題等

・ 農産物直売所を通して販路の拡大を図かりつつ、中山間地域の特徴を生かした農産物の特

産化を推進していくため、活性化施設を更に活用しての商品開発と、整備されたほ場におけ

る多品種作物の導入を図っていく必要がある。

・ 地域の更なる活性化を図るため、活性化施設を拠点として、地域コミュニティーの醸成及

び都市住民との交流を促進する必要がある。

事 後 評 価 結 果 ・ 農業用用排水施設、農道及び農業集落道が整備されたことによ

り、労働時間、機械経費及び維持管理費の軽減と併せて農村生活の

利便性が向上した。

・ ほ場整備により、大型機械の導入が促進され、生産性の向上、耕

作放棄の発生抑制、及び農地の流動化により優良農地の確保が図ら

れた。

・ 活性化施設の整備により、各種イベント開催による都市住民との

交流が活発になってきている。

・ 中山間地域の特徴を生かした農産物の特産化の推進及び地域の更

なる活性化を図るため、整備された農業生産基盤及び生活環境基盤

の更なる利活用を図っていく必要がある。

第 三 者 の 意 見 ・ 事業実施により、生産性が向上したほか農地の流動化によって耕

作放棄地の発生も抑制されており、また活性化施設の整備により都

市との交流活動も活発化し、地域住民の意識向上と地域の活性化に

寄与している。

・ 今後も引き続き、中山間地域の特性を活かした農産物の特産化や

更なる販路の拡大が望まれる。
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凡 例

事業計画区域

用排水施設整備

農道整備

圃場整備

集落道整備

活性化施設整備

農村公園整備

農業振興区域

市街化用途区域

主要道路

県営中山間地域総合整備事業 田沼地区 位置図
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